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等の変更の届出
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( 同 ) 27

公共測量を実施する旨の通知 30

令和4年9月30日

第　350　号三重県公報
(金)

毎週火・金曜日発行

同件 ( 同 ) 30

29

( 地 域 福 祉 課 ) 23

7 公立学校職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則 (人事委員会・教育
委員会)

19

告 示

605 生活保護法の規定による介護扶助のための介護等を担当する機関の指定

公 告

大規模小売店舗立地法の規定による大規模小売店舗の変更の届出611
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する規則
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59 三重県建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行細則の一部を改
正する規則
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三 重 県 行 政 組 織 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 し ま す 。  

令 和 四 年 九 月 三 十 日  

三  重  県 知  事   一   見   勝   之  

三 重 県 規 則 第 五 十 七 号  

三 重 県 行 政 組 織 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則  

三 重 県 行 政 組 織 規 則 （ 平 成 十 四 年 三 重 県 規 則 第 三 十 五 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改   正   後  改   正   前  

目 次  目 次  

第 一 章  （ 略 ）  第 一 章  （ 略 ）  

第 二 章  本 庁  第 二 章  本 庁  

第 一 節 ・ 第 二 節  （ 略 ）  第 一 節 ・ 第 二 節  （ 略 ）  

第 三 節  課 等 の 設 置 及 び 分 掌 事 務  第 三 節  課 等 の 設 置 及 び 分 掌 事 務  

第 一 款 ～ 第 八 款  （ 略 ）  第 一 款 ～ 第 八 款  （ 略 ）  

第 九 款  雇 用 経 済 部 の 課 等 及 び 分 掌 事 務 （ 第 十

三 条 ）  
第 九 款  雇 用 経 済 部 の 課 及 び 分 掌 事 務 （ 第 十 三

条 ）  

第 十 款 ～ 第 十 一 款  （ 略 ）  第 十 款 ～ 第 十 一 款  （ 略 ）  

第 四 節 ・ 第 五 節  （ 略 ）  第 四 節 ・ 第 五 節  （ 略 ）  

第 三 章 ・ 第 四 章  （ 略 ）  第 三 章 ・ 第 四 章  （ 略 ）  

附 則  附 則  

第 九 款  雇 用 経 済 部 の 課 等 及 び 分 掌 事 務  第 九 款  雇 用 経 済 部 の 課 及 び 分 掌 事 務  

第 十 三 条  雇 用 経 済 部 に 、 次 に 掲 げ る 課 等 を 置 く 。  第 十 三 条  雇 用 経 済 部 に 、 次 に 掲 げ る 課 を 置 く 。  

一 ～ 七  （ 略 ）  一 ～ 七  （ 略 ）  

八  Ｇ ７ 交 通 大 臣 会 合 推 進 プ ロ ジ ェ ク ト チ ー ム   

２ ～ ９  （ 略 ）  ２ ～ ９  （ 略 ）  

1
0  Ｇ ７ 交 通 大 臣 会 合 推 進 プ ロ ジ ェ ク ト チ ー ム の 分 掌

事 務 は 、 次 の と お り と す る 。  

 

一  Ｇ ７ 交 通 大 臣 会 合 に 係 る 企 画 及 び 調 整 に 関 す る

こ と 。  

 

二  Ｇ ７ 交 通 大 臣 会 合 開 催 及 び 運 営 に 係 る 支 援 に 関

す る こ と 。  

 

三  Ｇ ７ 交 通 大 臣 会 合 関 連 事 業 の 企 画 及 び 調 整 に 関

す る こ と 。  

 

四  Ｇ ７ 交 通 大 臣 会 合 を 契 機 と し た 三 重 県 の 情 報 発

信 に 関 す る こ と 。  

 

1
1
～ 1
4  （ 略 ）  1
0
～ 1
3  （ 略 ）  

 （ 職 制 ）   （ 職 制 ）  

第 十 九 条  （ 略 ）  第 十 九 条  （ 略 ）  

２  （ 略 ）  ２  （ 略 ）  

３  前 二 項 に 定 め る も の の ほ か 、 特 定 の 事 務 を 処 理 す

る た め に 、 次 の 表 の 上 欄 に 掲 げ る 職 を そ れ ぞ れ 同 表

の 中 欄 に 掲 げ る 組 織 に 置 き 、 そ の 職 の 職 務 は そ れ ぞ

れ 同 表 の 下 欄 に 定 め る と お り と す る 。  

３  前 二 項 に 定 め る も の の ほ か 、 特 定 の 事 務 を 処 理 す

る た め に 、 次 の 表 の 上 欄 に 掲 げ る 職 を そ れ ぞ れ 同 表

の 中 欄 に 掲 げ る 組 織 に 置 き 、 そ の 職 の 職 務 は そ れ ぞ

れ 同 表 の 下 欄 に 定 め る と お り と す る 。  

 職  組 織  職 務    職  組 織  職 務   

 （ 略 ）  （ 略 ）  （ 略 ）    （ 略 ）  （ 略 ）  （ 略 ）   

                                        

規 則 
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           太 平 洋 ・ 島 サ

ミ ッ ト 推 進 総

括 監  

雇 用 経 済 部  上 司 の 命 を 受 け て 太 平 洋 ・

島 サ ミ ッ ト に 係 る 総 合 調 整

に 関 す る 事 務 を 処 理 す る 。  

  太 平 洋 ・ 島 サ

ミ ッ ト 推 進 総

括 監  

雇 用 経 済 部  上 司 の 命 を 受 け て 太 平 洋 ・

島 サ ミ ッ ト に 係 る 総 合 調 整

に 関 す る 事 務 を 処 理 す る 。  

 

 Ｇ ７ 交 通 大 臣

会 合 推 進 プ ロ

ジ ェ ク ト 総 括

監  

雇 用 経 済 部  上 司 の 命 を 受 け て Ｇ ７ 交 通

大 臣 会 合 に 係 る 総 合 調 整 に

関 す る 事 務 を 処 理 す る 。  

      

 （ 略 ）  （ 略 ）  （ 略 ）    （ 略 ）  （ 略 ）  （ 略 ）   

４  （ 略 ）  ４  （ 略 ）  

附  則  

こ の 規 則 は 、 令 和 四 年 十 月 三 日 か ら 施 行 す る 。  

 

三 重 県 都 市 の 低 炭 素 化 の 促 進 に 関 す る 法 律 施 行 細 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 し ま す 。  

令 和 四 年 九 月 三 十 日  

三  重  県 知  事   一   見   勝   之    

三 重 県 規 則 第 五 十 八 号  

三 重 県 都 市 の 低 炭 素 化 の 促 進 に 関 す る 法 律 施 行 細 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則  

三 重 県 都 市 の 低 炭 素 化 の 促 進 に 関 す る 法 律 施 行 細 則 （ 平 成 二 十 五 年 三 重 県 規 則 第 三 十 一 号 ） の 一 部 を 次 の よ う

に 改 正 す る 。  

次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改   正   後  改   正   前  

別表第 1（第 4 条関係） 別表第 1（第 4 条関係） 

 区分 図書の種類   区分 図書の種類  

 （略） （略）   （略） （略）  

 一般社団法人住宅性能評

価・表示協会が運用する建

築物省エネルギー性能表示

制度（以下「ＢＥＬＳ」と

いう。）に基づく評価書の

交付を受けた場合（法第 54

条第 1 項第 1 号に基づく基

準に適合した評価を受けた

ものに限る。） 

ＢＥＬＳに基づく評価書の

写し 

  一般社団法人住宅性能評

価・表示協会が運用する建

築物省エネルギー性能表示

制度（以下「ＢＥＬＳ」と

いう。）に基づく評価書の

交付を受けた場合（法第 54

条第 1 項第 1 号に基づく基

準に適合した評価を受けた

ものに限る。） 

ＢＥＬＳに基づく評価書の

写し 

 

 
  

  低炭素建築物新築等計画に

係る住宅が建築物に係るエ

ネルギーの使用の合理化の

一層の促進その他の建築物

の低炭素化の促進のために

誘導すべき基準（平成 24 年

経済産業省・国土交通省・

環境省告示第 119 号。以下

「低炭素化の基準告示」と

いう。）Ⅰの第 2 の 1―

2(2)により国土交通大臣の

認定を受けた住宅である場

合 

当該認定を受けたことを証

する認定書等の写し 

 

 （略） （略）   （略） （略）  

別表第 2（第 4 条関係） 別表第 2（第 4 条関係） 
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 区分 図書の種類   区分 図書の種類  

     低炭素化の基準告示Ⅰの第

2 の 1―2(2)により国土交通

大臣の認定を受けたことを

証する認定書等の写しを添

えた場合 

当該認定書等において明示

することを要しない事項と

して指定されたものに係る

図書 

 

 法第 54 条第 2 項（法第 55

条第 2 項において準用する

場合を含む。）の規定によ

る申出をする場合であっ

て、当該申出に係る低炭素

建築物新築等計画が建築基

準法第 6 条の 3 第 1 項本文

の特定構造計算基準又は特

定増改築構造計算基準に適

合するかどうかの審査を要

するとき（同項ただし書の

特定構造計算基準又は特定

増改築構造計算基準に適合

するかどうかを同項ただし

書の建築主事が審査をする

場合を除く。） 

建築基準法第 18 条の 2 第 1

項の規定により知事が構造

計算適合性判定を行わせる

こととした者が交付する適

合判定通知書の写し 

  法第 54 条第 2 項（法第 55

条第 2 項において準用する

場合を含む。）の規定によ

る申出をする場合であっ

て、当該申出に係る低炭素

建築物新築等計画が建築基

準法第 6 条の 3 第 1 項本文

の特定構造計算基準又は特

定増改築構造計算基準に適

合するかどうかの審査を要

するとき（同項ただし書の

特定構造計算基準又は特定

増改築構造計算基準に適合

するかどうかを同項ただし

書の建築主事が審査をする

場合を除く。） 

建築基準法第 18 条の 2 第 1

項の規定により知事が構造

計算適合性判定を行わせる

こととした者が交付する適

合判定通知書の写し 

 

        

様 式 第 一 号 及 び 様 式 第 二 号 を 次 の よ う に 改 め る 。  
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様式第 1 号（第 6 条関係） 

 

認定低炭素建築物新築等計画に基づく建築物の建築工事が完了した旨の報告書 

                  

 

                                         年  月  日   

 

三重県知事 宛て 

                                 

                      住所（法人にあっては、その主たる事務所の所在地） 

           報告者（認定建築主）  

                      氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）    

     

 認定低炭素建築物新築等計画に基づく建築物の建築工事が完了したので報告します。 

 

1  低炭素建築物新築等計画の認定番号 

     第    号 

2  低炭素建築物新築等計画の認定年月日 

     年  月  日 

3  認定に係る建築物の位置 

 

4  認定低炭素建築物新築等計画に基づき建築物の建築工事が完了したことを確認した建築士 

  （  級）建築士（  ）登録第       号 

       氏 名             

  （  級）建築士事務所（  ）知事登録第   号 

       所在地 

       名 称 

   

 認定低炭素建築物新築等計画に基づき建築物の建築工事が完了したことを確認した工事施工者 

工事施工者の名称 

（※） 建設業許可（   ）第   号 

    主任（監理）技術者の氏名            

    所在地 

 

5  軽微な変更の有無    有・無 

 

 

 

 

 

 

備考 

 1 （※）欄は、工事監理者を定める必要のない工事の場合（任意で工事監理者を定める場合を除く。）に記

載してください。 

 2 認定低炭素建築物新築等計画に従って建築工事が行われた旨の確認書（様式第 2 号）の写しを添付してく

ださい。 

 3 「5  軽微な変更の有無」が「有」の場合、軽微な変更届（様式第5号）を併せて届け出てください。 

 

 （規格Ａ4） 
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様式第 2号（第 6条関係） 

 

認定低炭素建築物新築等計画に従って建築工事が行われた旨の確認書 

 

年  月  日   

 

 認定建築主 様 

 

確認者 

（ 級）建築士  （  ）登録第     号 

    氏 名             

（ 級）建築士事務所（ ）知事登録第   号 

    所在地 

    名 称 

                           

工事施工者の名称 

                      （※） 建設業許可（  ）第  号 

                          主任（監理）技術者の氏名        

 

 次のとおり、認定低炭素建築物新築等計画に従って建築工事が行われた旨を確認しました。 
 

 
確認を行った部

位、材料の種類等 
照合内容 

照合を行った 

設計図書 

照合結果（不適の場

合には、その内容） 

躯体の外皮性能 
    

空気調和設備（住

宅にあっては暖

冷房設備） 

    

機械換気設備 
    

照明設備 
    

給湯設備 
    

昇降機 
    

エネルギー利用 

効率化設備 

    

その他低炭

素化に資す

る措置 

① 
    

② 
    

（※）欄は、工事監理者を定める必要のない工事の場合（任意で工事監理者を定める場合を除く。）に記載し

てください。 

（規格Ａ4） 
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様 式 第 五 号 を 次 の よ う に 改 め る 。  
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様式第 5 号（第 9 条関係）                                       

軽 微 な 変 更 届 

年  月  日  

 

 三重県知事 宛て 

                                住所       
                            届出者  
                                氏名             

 

 都市の低炭素化の促進に関する法律施行規則第 44条に規定する軽微な変更をしたので届け出ます。 

変 

更 

の 

内 

容 

工事の着手予定時期又
は完了予定時期の変更 
（6月以内の変更） 

新  

旧  

建築物又は住戸の名義 
変更 

新  

旧  

その他の変更 

新  

旧  

認 定 年 月 日 番 号 

年  月  日 

 

第     号 

設
計
者 

氏名 
 
電話 

主 要 用 途  工 事 種 別  

建 築 場 所  

変更理由 

受 付 欄 備              考 

  

 

 

 

 

（規格Ａ4） 
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  附  則  

（ 施 行 期 日 ）  
１  こ の 規 則 は 令 和 四 年 十 月 一 日 か ら 施 行 す る 。  

 （ 経 過 措 置 ）  

２  こ の 規 則 の 施 行 の 際 現 に こ の 規 則 に よ る 改 正 前 の 三 重 県 都 市 の 低 炭 素 化 の 促 進 に 関 す る 法 律 施 行 細 則 （ 次 項

に お い て 「 旧 規 則 」 と い う 。 ） の 規 定 に 基 づ い て 提 出 さ れ て い る 申 請 書 は 、 こ の 規 則 に よ る 改 正 後 の 三 重 県 都

市 の 低 炭 素 化 の 促 進 に 関 す る 法 律 施 行 細 則 に 基 づ い て 提 出 さ れ た 申 請 書 と み な す 。  

３  こ の 規 則 の 施 行 の 日 前 に 旧 規 則 に 規 定 す る 様 式 に よ り 作 成 さ れ て い る 用 紙 は 、 当 分 の 間 、 所 要 の 調 整 を し て

使 用 す る こ と が で き る 。  

 

三 重 県 建 築 物 の エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 の 向 上 に 関 す る 法 律 施 行 細 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 し ま す 。  

令 和 四 年 九 月 三 十 日  

三  重  県 知  事   一   見   勝   之    

三 重 県 規 則 第 五 十 九 号  

三 重 県 建 築 物 の エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 の 向 上 に 関 す る 法 律 施 行 細 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則  

三 重 県 建 築 物 の エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 の 向 上 に 関 す る 法 律 施 行 細 則 （ 平 成 二 十 八 年 三 重 県 規 則 第 四 十 号 ） の 一 部

を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

 様 式 第 一 号 の 四 か ら 様 式 第 二 号 ま で を 次 の よ う に 改 め る 。  
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様式第1号の4（第3条の5関係） 

記載事項等変更届 

 

 

年  月  日  

 

 三重県知事 宛て 

 

                     住所（法人にあっては、その主たる事務所の所在地）   

                  届出者  

                     氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）   

 

 

 下記に係る工事は、下記の理由により計画書（申請書）の記載事項を変更したので届け出ます。 

変 

更 

の 

内 

容 

建築主等の住所 

氏名・名称 

新  

旧  

その他の変更 

新  

旧  

適合判定通知書年月日番号 

又は 

軽微変更該当証明書年月日番号 

  年  月  日 

  第     号 

設
計
者 

氏名 

電話 

主 要 用 途  

建 築 場 所  

変更理由 

受 付 欄 備              考 

  

  

 

（規格Ａ4） 
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様式第 1号の 5（第 6 条関係） 

 

工事が完了した旨の報告書 

                  

 

                                         年  月  日   

 

三重県知事 宛て 

                                 

                      住所（法人にあっては、その主たる事務所の所在地） 

           報告者（認定建築主）  

                      氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）   

     

 認定建築物エネルギー消費性能向上計画に基づく工事が完了したので報告します。 

 

1  建築物エネルギー消費性能向上計画の認定番号 

     第    号 

2  建築物エネルギー消費性能向上計画の認定年月日 

     年  月  日 

3  認定に係る建築物の位置 

 

4  認定建築物エネルギー消費性能向上計画に基づき工事が完了したことを確認した建築士 

  （  級）建築士（  ）登録第       号 

       氏 名             

  （  級）建築士事務所（  ）知事登録第   号 

       所在地 

       名 称 

   

 認定建築物エネルギー消費性能向上計画に基づき工事が完了したことを確認した工事施工者 

工事施工者の名称 

（※） 建設業許可（   ）第   号 

    主任（監理）技術者の氏名            

    所在地 

 

5  軽微な変更の有無    有・無 

 

 

 

 

 

備考 

 1 （※）欄は、工事監理者を定める必要のない工事の場合（任意で工事監理者を定める場合を除く。）に記

載してください。 

 2 認定建築物エネルギー消費性能向上計画に従って工事が行われた旨の確認書（様式第 2 号）の写しを添付

してください。 

 3 「5  軽微な変更の有無」が「有」の場合、軽微な変更届（様式第 5 号）を併せて届け出てください。 

 

 （規格Ａ4） 

 

令和4年9月30日 三　重　県　公　報 第　350　号

12



様式第 2号（第 6条関係） 

 

認定建築物エネルギー消費性能向上計画に従って工事が行われた旨の確認書 

 

年  月  日   

 

 認定建築主 様 

 

確認者 

（ 級）建築士  （  ）登録第     号 

    氏 名             

（ 級）建築士事務所（ ）知事登録第   号 

    所在地 

    名 称 

                           

工事施工者の名称 

                      （※） 建設業許可（  ）第  号 

                          主任（監理）技術者の氏名        

 

 次のとおり、認定建築物エネルギー消費性能向上計画に従って工事が行われた旨を確認しました。 
 

 

確認を行った部

位、材料の種類

等 

照合内容 
照合を行った 

設計図書 

照合結果（不適の

場合には、その内

容 ） 

躯体
く た い

の外皮性能 
    

空気調和設備（

住宅にあっては

暖冷房設備） 

    

機械換気設備 
    

照明設備 
    

給湯設備     

昇降機 
    

エネルギー利用

効率化設備 

    

（※）欄は、工事監理者を定める必要のない工事の場合（任意で工事監理者を定める場合を除く。）に記載

してください。 

（規格Ａ4） 
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様 式 第 五 号 を 次 の よ う に 改 め る 。  
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様式第 5号（第 9 条関係）                                       

軽 微 な 変 更 届 

年  月  日  

 

 三重県知事 宛て 

                                住所       
                            届出者  

                                氏名             
 

 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行規則第 26 条に規定する軽微な変更をしたので届

け出ます。 

変 

更 

の 

内 

容 

工事の着手予定時期又
は完了予定時期の変更 

（6 月以内の変更） 

新  

旧  

建築物又は住戸の名義 
変更 

新  

旧  

その他の変更 

新  

旧  

認 定 年 月 日 番 号 

年  月  日 

 

第     号 

設
計
者 

氏名 
 

電話 

主 要 用 途  工事種別  

建 築 場 所  

変更理由 

受 付 欄 備              考 

  

 

 

 

 

（規格Ａ4） 
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附  則  

１  こ の 規 則 は 、 令 和 四 年 十 月 一 日 か ら 施 行 す る 。  
２  こ の 規 則 の 施 行 の 日 前 に こ の 規 則 に よ る 改 正 前 の 三 重 県 建 築 物 の エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 の 向 上 に 関 す る 法 律 施

行 細 則 に 規 定 す る 様 式 に よ り 作 成 さ れ て い る 用 紙 は 、 当 分 の 間 、 所 要 の 調 整 を し て 使 用 す る こ と が で き る 。  

 

 

人 事 委 規 則 

 

三 重 県 人 事 委 員 会 は 、 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 二 十 九 年 三 重 県 条 例 第 六 十 七 号 ） の 規 定 に 基 づ き 、 三 重

県 人 事 委 員 会 規 則 七 ― 一 二 （ 職 員 の 管 理 職 手 当 に 関 す る 規 則 ） の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 し ま す 。  

  令 和 四 年 九 月 三 十 日  

                          三 重 県 人 事 委 員 会 委 員 長   降   籏   道   男  

三 重 県 人 事 委 員 会 規 則 七 ― 一 二 （ 職 員 の 管 理 職 手 当 に 関 す る 規 則 ） の 一 部 を 改 正 す る 規 則  

 三 重 県 人 事 委 員 会 規 則 七 ― 一 二 （ 職 員 の 管 理 職 手 当 に 関 す る 規 則 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

 次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改   正   後  改   正   前  

別 表 第 一 （ 第 二 条 関 係 ）  別 表 第 一 （ 第 二 条 関 係 ）  

 組 織  職  区 分    組 織  職  区 分   

 知 事

部 局  

本 庁  （ 略 ）  （ 略 ）    知 事

部 局  

本 庁  （ 略 ）  （ 略 ）   

次 長 （ 任 用 規 則 別 表 に

規 定 す る 次 長 級 の 職

で 、 職 の 区 分 が 四 種 と

定 め ら れ て い る も の を

除 く 。 ）  

ひ と づ く り 政 策 総 括 監  

ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン プ ロ

ジ ェ ク ト 総 括 監  

コ ン プ ラ イ ア ン ス 総 括

監  

医 療 政 策 総 括 監  

へ き 地 医 療 総 括 監  

首 都 圏 営 業 拠 点 運 営 総

括 監  

太 平 洋 ・ 島 サ ミ ッ ト 推

進 総 括 監  

Ｇ ７ 交 通 大 臣 会 合 推 進

プ ロ ジ ェ ク ト 総 括 監  

工 事 検 査 総 括 監  

参 事  

五 種  次 長 （ 任 用 規 則 別 表 に

規 定 す る 次 長 級 の 職

で 、 職 の 区 分 が 四 種 と

定 め ら れ て い る も の を

除 く 。 ）  

ひ と づ く り 政 策 総 括 監  

ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン プ ロ

ジ ェ ク ト 総 括 監  

コ ン プ ラ イ ア ン ス 総 括

監  

医 療 政 策 総 括 監  

へ き 地 医 療 総 括 監  

首 都 圏 営 業 拠 点 運 営 総

括 監  

太 平 洋 ・ 島 サ ミ ッ ト 推

進 総 括 監  

 

 

工 事 検 査 総 括 監  

参 事  

五 種  

（ 略 ）  （ 略 ）  （ 略 ）  （ 略 ）  

   （ 略 ） （ 略 ） （ 略 ）  （ 略 ）      （ 略 ） （ 略 ） （ 略 ）  （ 略 ）   

 （ 略 ） （ 略 ）  （ 略 ）  （ 略 ）    （ 略 ） （ 略 ）  （ 略 ）  （ 略 ）   

  

   附  則  

 こ の 規 則 は 、 令 和 四 年 十 月 三 日 か ら 施 行 す る 。  

 

三 重 県 人 事 委 員 会 は 、 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 二 十 九 年 三 重 県 条 例 第 六 十 七 号 ） の 規 定 に 基 づ き 、 三 重

県 人 事 委 員 会 規 則 七 ― 七 五 （ 等 級 別 基 準 職 務 に 関 す る 規 則 ） の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 し ま す 。  

令和4年9月30日 三　重　県　公　報 第　350　号

16



  令 和 四 年 九 月 三 十 日  

三 重 県 人 事 委 員 会 委 員 長   降   籏   道   男    

三 重 県 人 事 委 員 会 規 則 七 ― 七 五 （ 等 級 別 基 準 職 務 に 関 す る 規 則 ） の 一 部 を 改 正 す る 規 則  

 三 重 県 人 事 委 員 会 規 則 七 ― 七 五 （ 等 級 別 基 準 職 務 に 関 す る 規 則 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

 次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改   正   後  改   正   前  

別表（第二条関係） 別表（第二条関係） 

イ 行政職給料表 イ 行政職給料表 

 

組織 
職務の

級 

基準と

なる職

務 

職名 

  

組織 
職務の

級 

基準と

なる職

務 

職名 

 

 知事部

局、議

会事務

局、監

査委員

事 務

局、人

事委員

会事務

局、教

育委員

会事務

局、労

働委員

会事務

局、選

挙管理

委員会

事 務

局、海

区漁業

調整委

員会事

務局及

び内水

面漁場

管理委

員会事

務局 

（略） （略） （略）   知事部

局、議

会事務

局、監

査委員

事 務

局、人

事委員

会事務

局、教

育委員

会事務

局、労

働委員

会事務

局、選

挙管理

委員会

事 務

局、海

区漁業

調整委

員会事

務局及

び内水

面漁場

管理委

員会事

務局 

(略) （略） （略）  

 7 級 1 及び

2 

危機管理地域統括監   7 級 1 及び

2 

危機管理地域統括監  

  ひとづくり政策総括監    ひとづくり政策総括監  

   ゼロエミッションプロジェクト

総括監 

     ゼロエミッションプロジェクト

総括監 

 

   コンプライアンス総括監      コンプライアンス総括監  

   首都圏営業拠点運営総括監      首都圏営業拠点運営総括監  

   太平洋・島サミット推進総括監      太平洋・島サミット推進総括監  

   Ｇ７交通大臣会合推進プロジェ

クト総括監 

       

   工事検査総括監      工事検査総括監  

   行政組織規則第 19 条第１項の表

の上欄に規定する副局長（任用

規則別表に規定する次長級の職

にあるものに限る。） 

    行政組織規則第 19 条第１項の表

の上欄に規定する副局長（任用

規則別表に規定する次長級の職

にあるものに限る。） 

 

   副館長（任用規則別表に規定す

る次長級の職にあるものに限

る。） 

    副館長（任用規則別表に規定す

る次長級の職にあるものに限

る。） 

 

   次長（任用規則別表に規定する

次長級の職 にあるも のに限

る。） 

    次長（任用規則別表に規定する

次長級の職 にあるも のに限

る。） 

 

   総括市町教育支援・人事監     総括市町教育支援・人事監  

   事務局長（任用規則別表に規定

する次長級の職にあるものに限

る。） 

    事務局長（任用規則別表に規定

する次長級の職にあるものに限

る。） 

 

  （略） （略）   （略） （略） 

 （略） （略） （略）  （略） （略） （略） 

 
   

 
   

 （略） （略） （略） （略）  （略） （略） （略） （略） 

備考 （略） 

ロ～ヘ （略） 

備考 （略） 

ロ～ヘ （略） 

附  則  

こ の 規 則 は 、 令 和 四 年 十 月 三 日 か ら 施 行 す る 。  

 

 三 重 県 人 事 委 員 会 は 、 地 方 公 務 員 法 （ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 二 百 六 十 一 号 ） 第 五 十 二 条 第 四 項 の 規 定 に 基 づ き 、

三 重 県 人 事 委 員 会 規 則 一 二 ― 四 （ 管 理 職 員 等 の 範 囲 を 定 め る 規 則 ） の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 し ま す 。  

令 和 四 年 九 月 三 十 日  
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三 重 県 人 事 委 員 会 委 員 長   降   籏   道   男    

   三 重 県 人 事 委 員 会 規 則 一 二 ― 四 （ 管 理 職 員 等 の 範 囲 を 定 め る 規 則 ） の 一 部 を 改 正 す る 規 則  

 三 重 県 人 事 委 員 会 規 則 一 二 ― 四 （ 管 理 職 員 等 の 範 囲 を 定 め る 規 則 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改   正   後  改   正   前  

別 表 第 一 （ 第 二 条 関 係 ）  別 表 第 一 （ 第 二 条 関 係 ）  
本 庁  本 庁  

 機 関  職    機 関  職   

 （ 略 ）  （ 略 ）    （ 略 ）  （ 略 ）   

 知 事 部 局  危 機 管 理 統 括 監  最 高 デ ジ タ ル 責 任 者  

部 長  デ ジ タ ル 社 会 推 進 局 長  局 長  理

事  参 事  副 部 長  副 局 長  危 機 管 理 副 統

括 監  危 機 管 理 地 域 統 括 監  副 最 高 デ ジ タ

ル 責 任 者  次 長  担 当 次 長  ひ と づ く り 政

策 総 括 監  ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン プ ロ ジ ェ ク ト

総 括 監  コ ン プ ラ イ ア ン ス 総 括 監  医 療 政

策 総 括 監  へ き 地 医 療 総 括 監  首 都 圏 営 業

拠 点 運 営 総 括 監  太 平 洋 ・ 島 サ ミ ッ ト 推 進

総 括 監  Ｇ ７ 交 通 大 臣 会 合 推 進 プ ロ ジ ェ ク

ト 総 括 監  工 事 検 査 総 括 監  課 長  担 当 課

長  副 課 長  副 参 事  専 門 監  コ ン ビ ナ ー

ト 防 災 監  ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン プ ロ ジ ェ ク ト

推 進 監  県 民 の 声 相 談 監  コ ン プ ラ イ ア ン

ス ・ 労 使 協 働 推 進 監  企 画 調 整 監  人 権 ・

危 機 管 理 監  地 域 共 生 社 会 推 進 監  子 ど も

虐 待 対 策 ・ 里 親 制 度 推 進 監  土 砂 対 策 監  

人 権 監  消 費 生 活 監  農 林 水 産 政 策 ・ 輸 出

促 進 監  障 が い 者 雇 用 推 進 監  太 平 洋 ・ 島

サ ミ ッ ト 推 進 監  緊 急 経 済 対 策 監  Ｍ Ｉ Ｃ

Ｅ 誘 致 推 進 監  建 設 企 画 監  水 災 害 対 策 監   

建 築 審 査 監  検 査 監  部 又 は デ ジ タ ル 社

会 推 進 局 の 人 事 を 担 当 す る 班 長 、 主 幹 、 係

長 、 主 査 、 主 任 、 主 事 及 び 技 師  総 務 部 総

務 課 班 長 、 主 幹 、 係 長 、 主 査 、 主 任 、 主 事

及 び 技 師 （ 組 織 担 当 の も の に 限 る 。 ）  総

務 部 秘 書 課 班 長 、 主 幹 、 係 長 、 主 査 、 主

任 、 主 事 及 び 技 師 （ 調 整 担 当 、 情 報 担 当 及

び 随 行 秘 書 担 当 の も の に 限 る 。 ）  総 務 部

行 財 政 改 革 推 進 課 班 長 、 主 幹 、 係 長 、 主

査 、 主 任 、 主 事 及 び 技 師 （ 行 財 政 改 革 担 当

及 び 懲 戒 担 当 の も の に 限 る 。 ）  総 務 部 法

務 ・ 文 書 課 班 長 、 主 幹 、 係 長 、 主 査 、 主

任 、 主 事 及 び 技 師 （ 法 務 担 当 の も の に 限

る 。 ）  総 務 部 人 事 課 班 長 、 主 幹 、 係 長 、

主 査 、 主 任 、 主 事 及 び 技 師 （ 人 事 担 当 、 給

与 制 度 担 当 及 び 人 材 活 用 担 当 の も の に 限

る 。 ）  総 務 部 財 政 課 班 長 、 主 幹 、 係 長 及

び 主 査 （ 予 算 担 当 の も の に 限 る 。 ）  総 務

部 税 務 企 画 課 班 長 、 主 幹 、 係 長 、 主 査 、 主  

  知 事 部 局  危 機 管 理 統 括 監  最 高 デ ジ タ ル 責 任 者  

部 長  デ ジ タ ル 社 会 推 進 局 長  局 長  理

事  参 事  副 部 長  副 局 長  危 機 管 理 副 統

括 監  危 機 管 理 地 域 統 括 監  副 最 高 デ ジ タ

ル 責 任 者  次 長  担 当 次 長  ひ と づ く り 政

策 総 括 監  ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン プ ロ ジ ェ ク ト

総 括 監  コ ン プ ラ イ ア ン ス 総 括 監  医 療 政

策 総 括 監  へ き 地 医 療 総 括 監  首 都 圏 営 業

拠 点 運 営 総 括 監  太 平 洋 ・ 島 サ ミ ッ ト 推 進

総 括 監  工 事 検 査 総 括 監  課 長  担 当 課 長  

 副 課 長  副 参 事  専 門 監  コ ン ビ ナ ー ト

防 災 監  ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン プ ロ ジ ェ ク ト 推

進 監  県 民 の 声 相 談 監  コ ン プ ラ イ ア ン

ス ・ 労 使 協 働 推 進 監  企 画 調 整 監  人 権 ・

危 機 管 理 監  地 域 共 生 社 会 推 進 監  子 ど も

虐 待 対 策 ・ 里 親 制 度 推 進 監  土 砂 対 策 監   

人 権 監  消 費 生 活 監  農 林 水 産 政 策 ・ 輸 出

促 進 監  障 が い 者 雇 用 推 進 監  太 平 洋 ・ 島

サ ミ ッ ト 推 進 監  緊 急 経 済 対 策 監  Ｍ Ｉ Ｃ

Ｅ 誘 致 推 進 監  建 設 企 画 監  水 災 害 対 策 監   

 建 築 審 査 監  検 査 監  部 又 は デ ジ タ ル 社

会 推 進 局 の 人 事 を 担 当 す る 班 長 、 主 幹 、 係

長 、 主 査 、 主 任 、 主 事 及 び 技 師  総 務 部 総

務 課 班 長 、 主 幹 、 係 長 、 主 査 、 主 任 、 主 事

及 び 技 師 （ 組 織 担 当 の も の に 限 る 。 ）  総

務 部 行 財 政 改 革 推 進 課 班 長 、 主 幹 、 係 長 、

主 査 、 主 任 、 主 事 及 び 技 師 （ 行 財 政 改 革 担

当 及 び 懲 戒 担 当 の も の に 限 る 。 ）  総 務 部

法 務 ・ 文 書 課 班 長 、 主 幹 、 係 長 、 主 査 、 主

任 、 主 事 及 び 技 師 （ 法 務 担 当 の も の に 限

る 。 ）  総 務 部 人 事 課 班 長 、 主 幹 、 係 長 、

主 査 、 主 任 、 主 事 及 び 技 師 （ 人 事 担 当 、 給

与 制 度 担 当 及 び 人 材 活 用 担 当 の も の に 限

る 。 ）  総 務 部 秘 書 課 班 長 、 主 幹 、 係 長 、

主 査 、 主 任 、 主 事 及 び 技 師 （ 調 整 担 当 、 情

報 担 当 及 び 随 行 秘 書 担 当 の も の に 限 る 。 ）   

 総 務 部 財 政 課 班 長 、 主 幹 、 係 長 及 び 主 査

（ 予 算 担 当 の も の に 限 る 。 ）  総 務 部 税 務

企 画 課 班 長 、 主 幹 、 係 長 、 主 査 、 主 任 、 主

事 及 び 技 師 （ 人 事 担 当 の も の に 限 る 。 ）  
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  任 、 主 事 及 び 技 師 （ 人 事 担 当 の も の に 限

る 。 ）  総 務 部 管 財 課 班 長 、 主 幹 、 係 長 又

は 主 査 （ 庁 舎 管 理 担 当 の も の に 限 る 。 ）  

    総 務 部 管 財 課 班 長 、 主 幹 、 係 長 又 は 主 査

（ 庁 舎 管 理 担 当 の も の に 限 る 。 ）  

 

 （ 略 ）  （ 略 ）    （ 略 ）  （ 略 ）   

備 考  （ 略 ）  備 考  （ 略 ）  

   附  則  

こ の 規 則 は 、 令 和 四 年 十 月 三 日 か ら 施 行 す る 。  

 

 

     規 則 

 

三 重 県 人 事 委 員 会 及 び 三 重 県 教 育 委 員 会 は 、 公 立 学 校 職 員 の 勤 務 時 間 、 休 暇 等 に 関 す る 条 例 （ 平 成 七 年 三 重 県

条 例 第 二 号 ） の 規 定 に 基 づ き 、 公 立 学 校 職 員 の 勤 務 時 間 、 休 暇 等 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公

布 し ま す 。  

  令 和 四 年 九 月 三 十 日  

                         三 重 県 人 事 委 員 会 委 員 長   降   籏   道   男    

                         三 重 県 教 育 委 員 会 教 育 長   木   平   芳   定    

三 重 県 人 事 委 員 会 規 則  

第 七 号  

三 重 県 教 育 委 員 会 規 則  

  公 立 学 校 職 員 の 勤 務 時 間 、 休 暇 等 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則  

 公 立 学 校 職 員 の 勤 務 時 間 、 休 暇 等 に 関 す る 規 則 （ 平 成 七 年           第 四 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に

改 正 す る 。  

 次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改   正   後  改   正   前  

 （ 一 年 単 位 の 週 休 日 及 び 勤 務 時 間 の 割 振 り の 特 例 ）   （ 一 年 単 位 の 週 休 日 及 び 勤 務 時 間 の 割 振 り の 特 例 ）  

第 七 条 の 二 の 二  （ 略 ）  第 七 条 の 二 の 二  （ 略 ）  

２ ～ ５  （ 略 ）  ２ ～ ５  （ 略 ）  

６  条 例 第 八 条 の 三 第 三 項 第 七 号 の 勤 務 日 （ 勤 務 時 間

を 割 り 振 る 日 を い う 。 以 下 こ の 条 に お い て 同 じ 。 ）

は 、 月 曜 日 か ら 金 曜 日 ま で の 五 日 間 （ 育 児 短 時 間 勤

務 職 員 等 に あ っ て は 月 曜 日 か ら 金 曜 日 ま で の 五 日 間

の う ち 条 例 第 三 条 第 二 項 に 規 定 す る 育 児 短 時 間 勤 務

等 の 内 容 に 従 い 県 委 員 会 が 定 め た 週 休 日 を 除 く 日 、

地 方 公 務 員 法 （ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 二 百 六 十 一 号 。

以 下 「 地 公 法 」 と い う 。 ） 第 二 十 二 条 の 四 第 一 項 又

は 第 二 十 二 条 の 五 第 一 項 若 し く は 第 二 項 の 規 定 に よ

り 採 用 さ れ た 職 員 （ 以 下 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務

職 員 」 と い う 。 ） 及 び 育 児 休 業 法 第 十 八 条 第 一 項 の

規 定 に よ り 採 用 さ れ た 職 員 （ 以 下 「 任 期 付 短 時 間 勤

務 職 員 」 と い う 。 ） に あ っ て は 月 曜 日 か ら 金 曜 日 ま

で の 五 日 間 の う ち 県 委 員 会 が 定 め た 週 休 日 を 除 く

日 ） と す る 。 た だ し 、 次 項 に 定 め る 場 合 又 は 特 別 の

事 情 が あ る 場 合 は 、 こ の 限 り で な い 。  

６  条 例 第 八 条 の 三 第 三 項 第 七 号 の 勤 務 日 （ 勤 務 時 間

を 割 り 振 る 日 を い う 。 以 下 こ の 条 に お い て 同 じ 。 ）

は 、 月 曜 日 か ら 金 曜 日 ま で の 五 日 間 （ 育 児 短 時 間 勤

務 職 員 等 に あ っ て は 月 曜 日 か ら 金 曜 日 ま で の 五 日 間

の う ち 条 例 第 三 条 第 二 項 に 規 定 す る 育 児 短 時 間 勤 務

等 の 内 容 に 従 い 県 委 員 会 が 定 め た 週 休 日 を 除 く 日 、

再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 及 び 任 期 付 短 時 間 勤 務 職 員 に

あ っ て は 月 曜 日 か ら 金 曜 日 ま で の 五 日 間 の う ち 県 委

員 会 が 定 め た 週 休 日 を 除 く 日 ） と す る 。 た だ し 、 次

項 に 定 め る 場 合 又 は 特 別 の 事 情 が あ る 場 合 は 、 こ の

限 り で な い 。  

７ ・ ８  （ 略 ）  ７ ・ ８  （ 略 ）  

９  服 務 監 督 教 育 委 員 会 は 、 条 例 第 八 条 の 三 第 三 項 第

七 号 の 勤 務 日 ご と の 勤 務 時 間 を 割 り 振 る に 当 た っ て

は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 日 に つ い て 当 該 各 号 に 定 め る
９  服 務 監 督 教 育 委 員 会 は 、 条 例 第 八 条 の 三 第 三 項 第

七 号 の 勤 務 日 ご と の 勤 務 時 間 を 割 り 振 る に 当 た っ て

は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 日 に つ い て 当 該 各 号 に 定 め る

人 事 委 
教 育 委 

三 重 県 人 事 委 員 会 規 則  

三 重 県 教 育 委 員 会 規 則  
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時 間 （ 育 児 短 時 間 勤 務 職 員 等 に あ っ て は 当 該 育 児 短

時 間 勤 務 等 の 内 容 に 従 い 当 該 各 号 に 定 め る 時 間 を 超

え な い 範 囲 内 の 時 間 、 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員

及 び 任 期 付 短 時 間 勤 務 職 員 に あ っ て は 当 該 各 号 に 定

め る 時 間 を 超 え な い 範 囲 内 の 時 間 ） を 割 り 振 る も の

と す る 。 た だ し 、 特 別 の 事 情 が あ る 場 合 は 、 こ の 限

り で な い 。  

時 間 （ 育 児 短 時 間 勤 務 職 員 等 に あ っ て は 当 該 育 児 短

時 間 勤 務 等 の 内 容 に 従 い 当 該 各 号 に 定 め る 時 間 を 超

え な い 範 囲 内 の 時 間 、 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 及 び 任

期 付 短 時 間 勤 務 職 員 に あ っ て は 当 該 各 号 に 定 め る 時

間 を 超 え な い 範 囲 内 の 時 間 ） を 割 り 振 る も の と す

る 。 た だ し 、 特 別 の 事 情 が あ る 場 合 は 、 こ の 限 り で

な い 。  

一 ～ 三  （ 略 ）  一 ～ 三  （ 略 ）  

1
0
～ 1
4  （ 略 ）  1
0
～ 1
4  （ 略 ）  

第 七 条 の 二 の 三  （ 略 ）  第 七 条 の 二 の 三  （ 略 ）  

２  （ 略 ）  ２  （ 略 ）  

３  服 務 監 督 教 育 委 員 会 は 、 条 例 第 八 条 の 四 第 一 項 の

勤 務 す る こ と を 要 し な い 時 間 を 指 定 す る 場 合 は 、 同

項 の 期 間 内 の 日 の う ち 休 日 及 び 代 休 日 （ 条 例 第 十 一

条 第 一 項 に 規 定 す る 代 休 日 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） を

除 い た 日 の 始 業 の 時 刻 か ら 連 続 し 、 又 は 終 業 の 時 刻

ま で 連 続 す る 勤 務 時 間 に つ い て 行 わ な け れ ば な ら な

い 。 た だ し 、 服 務 監 督 教 育 委 員 会 が 、 公 務 の 運 営 並

び に 教 育 職 員 の 健 康 及 び 福 祉 を 考 慮 し て 必 要 が あ る

と 認 め る 場 合 は 、 こ の 限 り で な い 。  

３  服 務 監 督 教 育 委 員 会 は 、 条 例 第 八 条 の 四 第 一 項 の

勤 務 す る こ と を 要 し な い 時 間 を 指 定 す る 場 合 は 、 同

項 の 期 間 内 の 日 の う ち 休 日 及 び 代 休 日 を 除 い た 日 の

始 業 の 時 刻 か ら 連 続 し 、 又 は 終 業 の 時 刻 ま で 連 続 す

る 勤 務 時 間 に つ い て 行 わ な け れ ば な ら な い 。 た だ

し 、 服 務 監 督 教 育 委 員 会 が 、 公 務 の 運 営 並 び に 教 育

職 員 の 健 康 及 び 福 祉 を 考 慮 し て 必 要 が あ る と 認 め る

場 合 は 、 こ の 限 り で な い 。  

 （ 時 間 外 勤 務 代 休 時 間 の 指 定 ）   （ 時 間 外 勤 務 代 休 時 間 の 指 定 ）  

第 七 条 の 十 一  （ 略 ）  第 七 条 の 十 一  （ 略 ）  

２  教 育 委 員 会 は 、 条 例 第 八 条 の 二 第 一 項 の 規 定 に 基

づ き 時 間 外 勤 務 代 休 時 間 （ 同 項 に 規 定 す る 時 間 外 勤

務 代 休 時 間 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） を 指 定 す る 場 合 に

は 、 前 項 に 規 定 す る 期 間 内 に あ る 勤 務 日 等 （ 休 日 及

び 代 休 日 を 除 く 。 第 四 項 に お い て 同 じ 。 ） に 割 り 振

ら れ た 勤 務 時 間 の う ち 、 時 間 外 勤 務 代 休 時 間 の 指 定

に 代 え よ う と す る 時 間 外 勤 務 手 当 の 支 給 に 係 る 六 十

時 間 超 過 月 に お け る 給 与 条 例 第 十 八 条 第 四 項 の 規 定

の 適 用 を 受 け る 時 間 （ 以 下 こ の 項 及 び 第 六 項 に お い

て 「 六 十 時 間 超 過 時 間 」 と い う 。 ） の 次 の 各 号 に 掲

げ る 区 分 に 応 じ 、 当 該 各 号 に 定 め る 時 間 数 の 時 間 を

指 定 す る も の と す る 。  

２  教 育 委 員 会 は 、 条 例 第 八 条 の 二 第 一 項 の 規 定 に 基

づ き 時 間 外 勤 務 代 休 時 間 （ 同 項 に 規 定 す る 時 間 外 勤

務 代 休 時 間 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） を 指 定 す る 場 合 に

は 、 前 項 に 規 定 す る 期 間 内 に あ る 勤 務 日 等 （ 休 日 及

び 代 休 日 （ 条 例 第 十 一 条 第 一 項 に 規 定 す る 代 休 日 を

い う 。 以 下 同 じ 。 ） を 除 く 。 第 四 項 に お い て 同

じ 。 ） に 割 り 振 ら れ た 勤 務 時 間 の う ち 、 時 間 外 勤 務

代 休 時 間 の 指 定 に 代 え よ う と す る 時 間 外 勤 務 手 当 の

支 給 に 係 る 六 十 時 間 超 過 月 に お け る 給 与 条 例 第 十 八

条 第 四 項 の 規 定 の 適 用 を 受 け る 時 間 （ 以 下 こ の 項 及

び 第 六 項 に お い て 「 六 十 時 間 超 過 時 間 」 と い う 。 ）

の 次 の 各 号 に 掲 げ る 区 分 に 応 じ 、 当 該 各 号 に 定 め る

時 間 数 の 時 間 を 指 定 す る も の と す る 。  

 一 ～ 三  （ 略 ）   一 ～ 三  （ 略 ）  

３ ～ ６  （ 略 ）  ３ ～ ６  （ 略 ）  

（ 年 次 有 給 休 暇 ）  （ 年 次 有 給 休 暇 ）  

第 九 条  条 例 第 十 三 条 第 一 項 第 一 号 の 規 則 で 定 め る 日

数 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 職 員 の 区 分 に 応 じ 、 当 該 各

号 に 定 め る 日 数 （ 一 日 未 満 の 端 数 が あ る と き は 、 こ

れ を 四 捨 五 入 し て 得 た 日 数 ） と す る 。 た だ し 、 そ の

日 数 が 労 働 基 準 法 （ 昭 和 二 十 二 年 法 律 第 四 十 九 号 ）

第 三 十 九 条 の 規 定 に よ り 付 与 す べ き も の と さ れ て い

る 日 数 を 下 回 る 場 合 に は 、 同 条 の 規 定 に よ り 付 与 す

べ き も の と さ れ て い る 日 数 と す る 。  

第 九 条  条 例 第 十 三 条 第 一 項 第 一 号 の 規 則 で 定 め る 日

数 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 職 員 の 区 分 に 応 じ 、 当 該 各

号 に 定 め る 日 数 （ 一 日 未 満 の 端 数 が あ る と き は 、 こ

れ を 四 捨 五 入 し て 得 た 日 数 ） と す る 。 た だ し 、 そ の

日 数 が 労 働 基 準 法 （ 昭 和 二 十 二 年 法 律 第 四 十 九 号 ）

第 三 十 九 条 の 規 定 に よ り 付 与 す べ き も の と さ れ て い

る 日 数 を 下 回 る 場 合 に は 、 同 条 の 規 定 に よ り 付 与 す

べ き も の と さ れ て い る 日 数 と す る 。  

一  斉 一 型 短 時 間 勤 務 職 員 （ 育 児 短 時 間 勤 務 職 員

等 、 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 及 び 任 期 付 短 時

間 勤 務 職 員 の う ち 、 一 週 間 ご と の 勤 務 日 の 日 数 及

び 勤 務 日 ご と の 勤 務 時 間 の 時 間 数 が 同 一 で あ る も

一  斉 一 型 短 時 間 勤 務 職 員 （ 育 児 短 時 間 勤 務 職 員

等 、 地 方 公 務 員 法 （ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 二 百 六 十

一 号 。 以 下 「 地 公 法 」 と い う 。 ） 第 二 十 八 条 の 四

第 一 項 若 し く は 第 二 十 八 条 の 五 第 一 項 又 は 第 二 十
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の を い う 。 以 下 同 じ 。 ）  二 十 日 に 斉 一 型 短 時 間

勤 務 職 員 の 一 週 間 の 勤 務 日 の 日 数 を 五 日 で 除 し て

得 た 数 を 乗 じ て 得 た 日 数  

八 条 の 六 第 一 項 若 し く は 第 二 項 の 規 定 に よ り 採 用

さ れ た 職 員 で 地 公 法 第 二 十 八 条 の 五 第 一 項 に 規 定

す る 短 時 間 勤 務 の 職 を 占 め る も の （ 以 下 「 再 任 用

短 時 間 勤 務 職 員 」 と い う 。 ） 及 び 育 児 休 業 法 第 十

八 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 採 用 さ れ た 職 員 （ 以 下

「 任 期 付 短 時 間 勤 務 職 員 」 と い う 。 ） の う ち 、 一

週 間 ご と の 勤 務 日 の 日 数 及 び 勤 務 日 ご と の 勤 務 時

間 の 時 間 数 が 同 一 で あ る も の を い う 。 以 下 同

じ 。 ）  二 十 日 に 斉 一 型 短 時 間 勤 務 職 員 の 一 週 間

の 勤 務 日 の 日 数 を 五 日 で 除 し て 得 た 数 を 乗 じ て 得

た 日 数  

二  不 斉 一 型 短 時 間 勤 務 職 員 （ 育 児 短 時 間 勤 務 職 員

等 、 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 及 び 任 期 付 短 時

間 勤 務 職 員 の う ち 、 斉 一 型 短 時 間 勤 務 職 員 以 外 の

も の を い う 。 以 下 同 じ 。 ）  百 五 十 五 時 間 に 条 例

第 三 条 第 二 項 か ら 第 四 項 ま で の 規 定 に よ り 定 め ら

れ た 不 斉 一 型 短 時 間 勤 務 職 員 の 勤 務 時 間 を 三 十 八

時 間 四 十 五 分 で 除 し て 得 た 数 を 乗 じ て 得 た 時 間 数

を 、 七 時 間 四 十 五 分 を 一 日 と し て 日 に 換 算 し て 得

た 日 数  

二  不 斉 一 型 短 時 間 勤 務 職 員 （ 育 児 短 時 間 勤 務 職 員

等 、 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 及 び 任 期 付 短 時 間 勤 務

職 員 の う ち 、 斉 一 型 短 時 間 勤 務 職 員 以 外 の も の を

い う 。 以 下 同 じ 。 ）  百 五 十 五 時 間 に 条 例 第 三 条

第 二 項 か ら 第 四 項 ま で の 規 定 に よ り 定 め ら れ た 不

斉 一 型 短 時 間 勤 務 職 員 の 勤 務 時 間 を 三 十 八 時 間 四

十 五 分 で 除 し て 得 た 数 を 乗 じ て 得 た 時 間 数 を 、 七

時 間 四 十 五 分 を 一 日 と し て 日 に 換 算 し て 得 た 日 数  

第 九 条 の 二  条 例 第 十 三 条 第 一 項 第 二 号 の 規 則 で 定 め

る 日 数 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 職 員 の 区 分 に 応 じ 、 当

該 各 号 に 定 め る 日 数 と す る 。  

第 九 条 の 二  条 例 第 十 三 条 第 一 項 第 二 号 の 規 則 で 定 め

る 日 数 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 職 員 の 区 分 に 応 じ 、 当

該 各 号 に 定 め る 日 数 と す る 。  

一  次 号 に 掲 げ る 職 員 以 外 の 職 員  そ の 者 の 当 該 年

に お け る 在 職 期 間 に 応 じ 、 別 表 第 一 の 日 数 欄 に 定

め る 日 数 （ 育 児 短 時 間 勤 務 職 員 等 、 定 年 前 再 任 用

短 時 間 勤 務 職 員 及 び 任 期 付 短 時 間 勤 務 職 員 に あ っ

て は 、 そ の 者 の 勤 務 時 間 等 を 考 慮 し 、 県 委 員 会 が

人 事 委 員 会 と 協 議 し て 定 め る 日 数 。 以 下 「 基 本 日

数 」 と い う 。 ）  

一  次 号 に 掲 げ る 職 員 以 外 の 職 員  そ の 者 の 当 該 年

に お け る 在 職 期 間 に 応 じ 、 別 表 第 一 の 日 数 欄 に 定

め る 日 数 （ 育 児 短 時 間 勤 務 職 員 等 、 再 任 用 短 時 間

勤 務 職 員 及 び 任 期 付 短 時 間 勤 務 職 員 に あ っ て は 、

そ の 者 の 勤 務 時 間 等 を 考 慮 し 、 県 委 員 会 が 人 事 委

員 会 と 協 議 し て 定 め る 日 数 。 以 下 「 基 本 日 数 」 と

い う 。 ）  

二  当 該 年 に お い て 職 員 の 勤 務 時 間 条 例 第 二 条 職 員

等 （ 条 例 第 十 三 条 第 一 項 第 三 号 の 職 員 の 勤 務 時 間

条 例 第 二 条 職 員 等 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） と な っ た

者 で 、 引 き 続 き 新 た に 職 員 と な っ た も の  職 員 の

勤 務 時 間 条 例 第 二 条 職 員 等 と な っ た 日 に お い て 新

た に 職 員 と な っ た も の と み な し た 場 合 に お け る そ

の 者 の 在 職 期 間 に 応 じ た 別 表 第 一 の 日 数 欄 に 定 め

る 日 数 か ら 、 新 た に 職 員 と な っ た 日 の 前 日 ま で の

間 に 使 用 し た 年 次 有 給 休 暇 に 相 当 す る 休 暇 の 日 数

を 減 じ て 得 た 日 数 （ こ の 号 に 掲 げ る 職 員 が 定 年 前

再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 、 育 児 短 時 間 勤 務 職 員 等 又

は 任 期 付 短 時 間 勤 務 職 員 で あ る 場 合 に あ っ て は 、

そ の 者 の 勤 務 時 間 等 を 考 慮 し 、 県 委 員 会 が 人 事 委

員 会 と 協 議 し て 定 め る 日 数 ） と し 、 当 該 日 数 が 基

本 日 数 に 満 た な い 場 合 に あ っ て は 、 基 本 日 数  

二  当 該 年 に お い て 職 員 の 勤 務 時 間 条 例 第 二 条 職 員

等 （ 条 例 第 十 三 条 第 一 項 第 三 号 の 職 員 の 勤 務 時 間

条 例 第 二 条 職 員 等 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） と な っ た

者 で 、 引 き 続 き 新 た に 職 員 と な っ た も の  職 員 の

勤 務 時 間 条 例 第 二 条 職 員 等 と な っ た 日 に お い て 新

た に 職 員 と な っ た も の と み な し た 場 合 に お け る そ

の 者 の 在 職 期 間 に 応 じ た 別 表 第 一 の 日 数 欄 に 定 め

る 日 数 か ら 、 新 た に 職 員 と な っ た 日 の 前 日 ま で の

間 に 使 用 し た 年 次 有 給 休 暇 に 相 当 す る 休 暇 の 日 数

を 減 じ て 得 た 日 数 （ こ の 号 に 掲 げ る 職 員 が 再 任 用

職 員 （ 地 公 法 第 二 十 八 条 の 四 第 一 項 、 第 二 十 八 条

の 五 第 一 項 又 は 第 二 十 八 条 の 六 第 一 項 若 し く は 第

二 項 の 規 定 に よ り 採 用 さ れ た 職 員 を い う 。 次 条 第

三 項 第 二 号 に お い て 同 じ 。 ） 、 育 児 短 時 間 勤 務 職

員 等 又 は 任 期 付 短 時 間 勤 務 職 員 で あ る 場 合 に あ っ

て は 、 そ の 者 の 勤 務 時 間 等 を 考 慮 し 、 県 委 員 会 が

人 事 委 員 会 と 協 議 し て 定 め る 日 数 ） と し 、 当 該 日

数 が 基 本 日 数 に 満 た な い 場 合 に あ っ て は 、 基 本 日

数  

２  前 条 及 び 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 労 働 基 準 法 第 ２  前 条 及 び 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 労 働 基 準 法 第
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三 十 九 条 第 一 項 又 は 第 二 項 に 規 定 す る 継 続 勤 務 年 数

の 計 算 に 当 た り 地 公 法 第 二 十 二 条 の 四 第 一 項 又 は 第

二 十 二 条 の 五 第 一 項 若 し く は 第 二 項 の 規 定 に よ る 採

用 後 の 勤 務 又 は 育 児 休 業 法 第 十 八 条 第 一 項 の 規 定 に

よ る 採 用 後 の 勤 務 が 退 職 以 前 の 勤 務 と 継 続 す る も の

と さ れ る 者 の 当 該 採 用 さ れ た 年 に お け る 年 次 有 給 休

暇 の 日 数 は 、 当 該 採 用 後 の 勤 務 と 退 職 以 前 の 勤 務 と

が 継 続 す る も の と み な し た 場 合 に お け る 日 数 と す

る 。  

三 十 九 条 第 一 項 又 は 第 二 項 に 規 定 す る 継 続 勤 務 年 数

の 計 算 に 当 た り 地 公 法 第 二 十 八 条 の 五 第 一 項 若 し く

は 第 二 十 八 条 の 六 第 二 項 の 規 定 に よ る 採 用 後 の 勤 務

又 は 育 児 休 業 法 第 十 八 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 採 用 後

の 勤 務 が 退 職 以 前 の 勤 務 と 継 続 す る も の と さ れ る 者

の 当 該 採 用 さ れ た 年 に お け る 年 次 有 給 休 暇 の 日 数

は 、 当 該 採 用 後 の 勤 務 と 退 職 以 前 の 勤 務 と が 継 続 す

る も の と み な し た 場 合 に お け る 日 数 と す る 。  

第 九 条 の 三  （ 略 ）  第 九 条 の 三  （ 略 ）  

２  （ 略 ）  ２  （ 略 ）  

３  条 例 第 十 三 条 第 一 項 第 三 号 の 規 則 で 定 め る 日 数

は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 職 員 の 区 分 に 応 じ 、 当 該 各 号

に 掲 げ る 日 数 と し 、 当 該 日 数 が 基 本 日 数 に 満 た な い

場 合 に あ っ て は 、 基 本 日 数 と す る 。  

３  条 例 第 十 三 条 第 一 項 第 三 号 の 規 則 で 定 め る 日 数

は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 職 員 の 区 分 に 応 じ 、 当 該 各 号

に 掲 げ る 日 数 と し 、 当 該 日 数 が 基 本 日 数 に 満 た な い

場 合 に あ っ て は 、 基 本 日 数 と す る 。  

一  （ 略 ）  一  （ 略 ）  

二  当 該 年 の 初 日 に お い て 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務

職 員 、 育 児 短 時 間 勤 務 職 員 等 又 は 任 期 付 短 時 間 勤

務 職 員 で あ っ た 者  そ の 者 の 勤 務 時 間 等 を 考 慮

し 、 県 委 員 会 が 人 事 委 員 会 と 協 議 し て 定 め る 日 数  

二  当 該 年 の 初 日 に お い て 再 任 用 職 員 、 育 児 短 時 間

勤 務 職 員 等 又 は 任 期 付 短 時 間 勤 務 職 員 で あ っ た 者  

そ の 者 の 勤 務 時 間 等 を 考 慮 し 、 県 委 員 会 が 人 事 委

員 会 と 協 議 し て 定 め る 日 数  

（ 特 別 休 暇 ）  （ 特 別 休 暇 ）  

第 十 二 条  条 例 第 十 五 条 の 規 則 で 定 め る 場 合 は 、 次 の

各 号 に 掲 げ る 場 合 と し 、 そ の 期 間 は 、 当 該 各 号 に 掲

げ る 期 間 と す る 。  

第 十 二 条  条 例 第 十 五 条 の 規 則 で 定 め る 場 合 は 、 次 の

各 号 に 掲 げ る 場 合 と し 、 そ の 期 間 は 、 当 該 各 号 に 掲

げ る 期 間 と す る 。  

一 ～ 十 二  （ 略 ）  一 ～ 十 二  （ 略 ）  

十 三  職 員 の 妻 が 出 産 す る 場 合 で あ っ て そ の 出 産 予

定 日 の 八 週 間 （ 多 胎 妊 娠 の 場 合 に あ っ て は 十 四 週

間 ） 前 の 日 か ら 当 該 出 産 の 日 以 後 一 年 を 経 過 す る

ま で の 期 間 に あ る 場 合 に お い て 、 当 該 出 産 に 係 る

子 又 は 小 学 校 就 学 の 始 期 に 達 す る ま で の 子 （ 妻 の

子 を 含 む 。 ） を 養 育 す る 職 員 が 、 こ れ ら の 子 の 養

育 の た め 勤 務 し な い こ と が 相 当 で あ る と 認 め ら れ

る 場 合  当 該 期 間 内 に お け る 五 日 の 範 囲 内 の 期 間  

十 三  職 員 の 妻 が 出 産 す る 場 合 で あ っ て そ の 出 産 予

定 日 の 八 週 間 （ 多 胎 妊 娠 の 場 合 に あ っ て は 十 四 週

間 ） 前 の 日 か ら 当 該 出 産 の 日 後 八 週 間 を 経 過 す る

ま で の 期 間 に あ る 場 合 に お い て 、 当 該 出 産 に 係 る

子 又 は 小 学 校 就 学 の 始 期 に 達 す る ま で の 子 （ 妻 の

子 を 含 む 。 ） を 養 育 す る 職 員 が 、 こ れ ら の 子 の 養

育 の た め 勤 務 し な い こ と が 相 当 で あ る と 認 め ら れ

る 場 合  当 該 期 間 内 に お け る 五 日 の 範 囲 内 の 期 間  

十 四 ～ 十 六  （ 略 ）  十 四 ～ 十 六  （ 略 ）  

十 七  生 後 満 一 年 九 月 に 達 し な い 子 を 保 育 す る 場  

合  一 日 二 回 各 四 十 五 分 以 内 の 期 間 （ 育 児 短 時 間

勤 務 職 員 等 、 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 及 び 任

期 付 短 時 間 勤 務 職 員 に あ っ て は 、 一 日 二 回 各 三 十

分 以 内 の 期 間 ）  

十 七  生 後 満 一 年 九 月 に 達 し な い 子 を 保 育 す る 場  

合  一 日 二 回 各 四 十 五 分 以 内 の 期 間 （ 育 児 短 時 間

勤 務 職 員 等 、 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 及 び 任 期 付 短

時 間 勤 務 職 員 に あ っ て は 、 一 日 二 回 各 三 十 分 以 内

の 期 間 ）  

十 八 ～ 二 十 一  （ 略 ）  十 八 ～ 二 十 一  （ 略 ）  

二 十 二  夏 季 に お け る 盆 等 の 諸 行 事 、 心 身 の 健 康 の

維 持 及 び 増 進 又 は 家 庭 生 活 の 充 実 の た め 勤 務 し な

い こ と が 相 当 で あ る と 認 め ら れ る 場 合  一 の 年 の

六 月 か ら 九 月 （ 県 委 員 会 が 特 に 必 要 と 認 め る 場 合

に あ っ て は 十 月 ） ま で の 期 間 内 に お け る 五 日 の 範

囲 内 の 期 間 （ 育 児 短 時 間 勤 務 職 員 等 、 定 年 前 再 任

用 短 時 間 勤 務 職 員 及 び 任 期 付 短 時 間 勤 務 職 員 の う

ち 一 週 間 ご と の 勤 務 日 の 日 数 が 同 一 で あ る 職 員 に

あ っ て は 当 該 職 員 の 一 週 間 に お け る 勤 務 日 の 日 数

の 範 囲 内 の 期 間 、 一 週 間 ご と の 勤 務 日 の 日 数 が 同

二 十 二  夏 季 に お け る 盆 等 の 諸 行 事 、 心 身 の 健 康 の

維 持 及 び 増 進 又 は 家 庭 生 活 の 充 実 の た め 勤 務 し な

い こ と が 相 当 で あ る と 認 め ら れ る 場 合  一 の 年 の

六 月 か ら 九 月 （ 県 委 員 会 が 特 に 必 要 と 認 め る 場 合

に あ っ て は 十 月 ） ま で の 期 間 内 に お け る 五 日 の 範

囲 内 の 期 間 （ 育 児 短 時 間 勤 務 職 員 等 、 再 任 用 短 時

間 勤 務 職 員 及 び 任 期 付 短 時 間 勤 務 職 員 の う ち 一 週

間 ご と の 勤 務 日 の 日 数 が 同 一 で あ る 職 員 に あ っ て

は 当 該 職 員 の 一 週 間 に お け る 勤 務 日 の 日 数 の 範 囲

内 の 期 間 、 一 週 間 ご と の 勤 務 日 の 日 数 が 同 一 で な
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一 で な い 職 員 に あ っ て は 三 日 の 範 囲 内 の 期 間 ）  い 職 員 に あ っ て は 三 日 の 範 囲 内 の 期 間 ）  

二 十 三 ～ 三 十 四  （ 略 ）  二 十 三 ～ 三 十 四  （ 略 ）  
（ 休 暇 の 単 位 及 び 計 算 ）  （ 休 暇 の 単 位 及 び 計 算 ）  

第 十 五 条  休 暇 の 単 位 は 、 年 次 有 給 休 暇 、 病 気 休 暇 、

特 別 休 暇 及 び 介 護 休 暇 （ 以 下 「 年 次 有 給 休 暇 等 」 と

い う 。 ） に あ っ て は 特 別 の 定 め が あ る 場 合 の ほ か 、

一 日 、 半 日 又 は 一 時 間 （ 育 児 短 時 間 勤 務 職 員 等 、 定

年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 及 び 任 期 付 短 時 間 勤 務 職

員 に あ っ て は 、 一 日 又 は 一 時 間 ） 、 介 護 時 間 に あ っ

て は 三 十 分 、 組 合 休 暇 に あ っ て は 一 日 又 は 一 時 間 と

す る 。  

第 十 五 条  休 暇 の 単 位 は 、 年 次 有 給 休 暇 、 病 気 休 暇 、

特 別 休 暇 及 び 介 護 休 暇 （ 以 下 「 年 次 有 給 休 暇 等 」 と

い う 。 ） に あ っ て は 特 別 の 定 め が あ る 場 合 の ほ か 、

一 日 、 半 日 又 は 一 時 間 （ 育 児 短 時 間 勤 務 職 員 等 、 再

任 用 短 時 間 勤 務 職 員 及 び 任 期 付 短 時 間 勤 務 職 員 に あ

っ て は 、 一 日 又 は 一 時 間 ） 、 介 護 時 間 に あ っ て は 三

十 分 、 組 合 休 暇 に あ っ て は 一 日 又 は 一 時 間 と す る 。  

２ ～ ８  （ 略 ）  ２ ～ ８  （ 略 ）  

   附  則  

（ 施 行 期 日 ）  

１  こ の 規 則 は 、 令 和 五 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。 た だ し 、 第 十 二 条 第 十 三 号 の 改 正 規 定 は 、 令 和 四 年 十 月 一 日

か ら 施 行 す る 。  

（ 暫 定 再 任 用 職 員 に 関 す る 経 過 措 置 ）  

２  暫 定 再 任 用 職 員 （ 地 方 公 務 員 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 令 和 三 年 法 律 第 六 十 三 号 ） 附 則 第 四 条 第 一 項 若 し く

は 第 二 項 （ こ れ ら の 規 定 を 同 法 附 則 第 九 条 第 三 項 の 規 定 に よ り 読 み 替 え て 適 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） 、 附 則 第 五

条 第 一 項 か ら 第 四 項 ま で 、 附 則 第 六 条 第 一 項 若 し く は 第 二 項 （ こ れ ら の 規 定 を 同 法 附 則 第 九 条 第 三 項 の 規 定 に

よ り 読 み 替 え て 適 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） 又 は 附 則 第 七 条 第 一 項 か ら 第 四 項 ま で の 規 定 に よ り 採 用 さ れ た 職 員 を

い う 。 次 項 に お い て 同 じ 。 ） は 、 こ の 規 則 に よ る 改 正 後 の 公 立 学 校 職 員 の 勤 務 時 間 、 休 暇 等 に 関 す る 規 則 第 七

条 の 二 の 二 第 六 項 に 規 定 す る 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 （ 次 項 に お い て 「 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 」 と

い う 。 ） と み な し て 、 同 規 則 第 九 条 の 二 第 一 項 （ 第 二 号 に 係 る 部 分 に 限 る 。 ） 及 び 第 九 条 の 三 第 三 項 （ 第 二 号

に 係 る 部 分 に 限 る 。 ） の 規 定 を 適 用 す る 。  

３  暫 定 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 （ 地 方 公 務 員 法 （ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 二 百 六 十 一 号 ） 第 二 十 二 条 の 四 第 一 項 に 規

定 す る 短 時 間 勤 務 の 職 を 占 め る 暫 定 再 任 用 職 員 を い う 。 ） は 、 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 と み な し て 、 こ の

規 則 に よ る 改 正 後 の 公 立 学 校 職 員 の 勤 務 時 間 、 休 暇 等 に 関 す る 規 則 第 七 条 の 二 の 二 第 六 項 及 び 第 九 項 、 第 九

条 、 第 九 条 の 二 第 一 項 及 び 第 二 項 、 第 九 条 の 三 第 三 項 （ 第 二 号 に 係 る 部 分 に 限 る 。 ） 、 第 十 二 条 （ 第 十 七 号 及

び 第 二 十 二 号 に 係 る 部 分 に 限 る 。 ） 並 び に 第 十 五 条 第 一 項 の 規 定 を 適 用 す る 。  

 

 

告 示 

 

三重県告示第 605 号 

 生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 54 条の 2 第 1 項の規定により、次のとおり介護扶助のための居宅介

護若しくは居宅介護支援計画の作成又は施設介護を担当させる機関を指定しました。 

  令和 4 年 9 月 30 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

指定介護機関の名称 所在地 指定年月日 事業（サービス）の種類 

エンゼル薬局 名張店 名張市鴻之台 2 番町 41 番 令和 4 年 6 月 1 日 居宅療養管理指導 

エンゼル薬局 名張店 名張市鴻之台 2 番町 41 番 令和 4 年 6 月 1 日 介護予防居宅療養管理指導 

 

三重県告示第 606 号 

 生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 54 条の 2 第 5 項において準用する同法第 50 条の 2 の規定により、

次のとおり指定介護機関から名称等の変更の届出がありました。 

  令和 4 年 9 月 30 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之   
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指定介護機関の 

名称 
所在地 

事業（サービ 

ス ） の 種 類 
変更事項 

変更内容 変 更 

年月日 新 旧 

介護ステーション

よつば 

度会郡玉城

町妙法寺 375 
訪問介護 所在地 

度会郡玉城町妙法

寺 375 

度会郡玉城町宮古

2329-4 

令和 4 年 

6 月 1 日 

介護ステーション
よつば 

度会郡玉城
町妙法寺 375 

訪問型サービ
ス（独自） 

所在地 
度会郡玉城町妙法
寺 375 

度会郡玉城町宮古
2329-4 

令和 4 年 
6 月 1 日 

中谷歯科医院 
名張市栄町
2823-1 

居宅療養管理
指導 

所在地 名張市栄町 2823-1 名張市本町 50 
令和 4 年 
6 月 1 日 

中谷歯科医院 
名張市栄町

2823-1 

介護予防居宅

療養管理指導 
所在地 名張市栄町 2823-1 名張市本町 50 

令和 4 年 

6 月 1 日 

 

三重県告示第 607 号 

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する

法律（平成 6 年法律第 30 号）第 14 条第 4 項において準用する生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 54 条の

2 第 1 項の規定により、次のとおり介護支援給付のための居宅介護若しくは居宅介護支援計画の作成又は施設介

護を担当させる機関を指定しました。 

  令和 4 年 9 月 30 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

指定介護機関の名称 所在地 指定年月日 事業（サービス）の種類 

エンゼル薬局 名張店 名張市鴻之台 2 番町 41 番 令和 4 年 6 月 1 日 居宅療養管理指導 

エンゼル薬局 名張店 名張市鴻之台 2 番町 41 番 令和 4 年 6 月 1 日 介護予防居宅療養管理指導 

 

三重県告示第 608 号 

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する

法律（平成 6 年法律第 30 号）第 14 条第 4 項において準用する生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 50 条の

2（同法第 54 条の 2 第 5 項において準用する場合を含む。）の規定により、次のとおり指定介護機関から名称等

の変更の届出がありました。 

  令和 4 年 9 月 30 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

指定介護機関の 
名称 

所在地 
事業（サービ 
ス ） の 種 類 

変更事項 
変更内容 変 更 

年月日 新 旧 

介護ステーション
よつば 

度会郡玉城町
妙法寺 375 

訪問介護 所在地 
度会郡玉城町妙法寺
375 

度会郡玉城町宮古
2329-4 

令和 4 年 
6 月 1 日 

介護ステーション
よつば 

度会郡玉城町
妙法寺 375 

訪問型サービ
ス（独自） 

所在地 
度会郡玉城町妙法寺
375 

度会郡玉城町宮古
2329-4 

令和 4 年 
6 月 1 日 

中谷歯科医院 
名 張 市 栄 町

2823-1 

居宅療養管理

指導 
所在地 名張市栄町 2823-1 名張市本町 50 

令和 4 年 

6 月 1 日 

中谷歯科医院 
名 張 市 栄 町
2823-1 

介護予防居宅
療養管理指導 

所在地 名張市栄町 2823-1 名張市本町 50 
令和 4 年 
6 月 1 日 

 

三重県告示第 609 号 

次の者に係る森林法（昭和 26 年法律第 249 号）第 33 条の 3 において準用する同法第 30 条の 2 の規定による

保安林の指定施業要件を変更する予定である旨に係る通知は、所在不分明のため通知することができないので、

同法第 189 条の規定により、その通知の内容をいなべ市役所の掲示場に掲示するとともにその要旨を告示しま

す。 

令和 4 年 9 月 30 日 

三 重 県 知 事   一  見  勝  之   

第 1   

1 通知することができない者の氏名 

   伊藤 文男 

2 通知の要旨 
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(1)  指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所 

いなべ市大安町石榑南字小玉 2778、2778 の 1 

(2)  保安林として指定された目的 

土砂の流出の防備 

(3)  変更後の指定施業要件 

   ア 立木の伐採の方法 

    (ｱ) 主伐に係る伐採種は、定めない。 

    (ｲ) 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画

で定める標準伐期齢以上のものとする。 

    (ｳ) 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 

イ  立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 

     次のとおりとする。 

第 2  

1 通知することができない者の氏名 

   水谷 和之 

2 通知の要旨 

(1)  指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所 

いなべ市大安町石榑南字小玉 2822 

(2)  保安林として指定された目的 

土砂の流出の防備 

(3)  変更後の指定施業要件 

   ア 立木の伐採の方法 

    (ｱ) 主伐に係る伐採種は、定めない。 

    (ｲ) 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画

で定める標準伐期齢以上のものとする。 

    (ｳ) 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 

      イ  立木の伐採の限度 

     次のとおりとする。 

第 3  

1 通知することができない者の氏名 

   水谷 日出秋 

2 通知の要旨 

(1)  指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所 

いなべ市大安町石榑南字汁谷 2828 

(2)  保安林として指定された目的 

土砂の流出の防備 

(3)  変更後の指定施業要件 

   ア 立木の伐採の方法 

    (ｱ) 主伐に係る伐採種は、定めない。 

    (ｲ) 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画

で定める標準伐期齢以上のものとする。 

    (ｳ) 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 

      イ  立木の伐採の限度 

     次のとおりとする。 

第 4  

1 通知することができない者の氏名 

   上田 家昌 

2 通知の要旨 

(1)  指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所 

いなべ市大安町石榑南字汁谷 2831 
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(2)  保安林として指定された目的 

土砂の流出の防備 

(3)  変更後の指定施業要件 

ア 立木の伐採の方法 

    (ｱ) 主伐に係る伐採種は、定めない。 

    (ｲ) 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画

で定める標準伐期齢以上のものとする。 

    (ｳ) 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 

      イ  立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 

     次のとおりとする。 

第 5  

1 通知することができない者の氏名 

   岩花 淳夫 

2 通知の要旨 

(1)  指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所 

いなべ市大安町石榑南字汁谷 2841 

(2)  保安林として指定された目的 

土砂の流出の防備 

(3)  変更後の指定施業要件 

   ア 立木の伐採の方法 

    (ｱ) 主伐に係る伐採種は、定めない。 

    (ｲ) 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画

で定める標準伐期齢以上のものとする。 

    (ｳ) 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 

      イ  立木の伐採の限度 

     次のとおりとする。 

（「次のとおり」は省略し、その関係書類を三重県農林水産部治山林道課及びいなべ市役所に備え置いて縦覧

に供します。） 

 

三重県告示第 610 号 

 漁船損害等補償法（昭和 27 年法律第 28 号）第 112 条の 2 第 2 項の規定による届出を審査した結果、次の加入

区について、同法第 112 条第 1 項の規定による同意があったと認めましたので、同法第 112 条の 2 第 3 項及び漁

船損害等補償法施行規則（昭和 27 年農林省令第 18 号）第 25 条の規定により告示します。 

  令和 4 年 9 月 30 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

 鈴鹿市加入区 

 

三重県告示第 611 号 

 大規模小売店舗立地法（平成 10 年法律第 91 号。以下「法」という。）第 6 条第 1 項の規定により下記の大規

模小売店舗を設置する者から変更の届出がなされたので、同条第 3 項において準用する法第 5 条第 3 項の規定に

より次のとおり公告します。 

 法第 8 条第 2 項の規定に基づき、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため

配慮すべき事項について意見を有する者は、「1 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名 2 

 意見の対象となる大規模小売店舗の名称及び所在地 3 その周辺の地域の生活環境の保持のために配慮すべ

き事項 4 意見の内容（日本語により、意見の理由を含めて記載する。）」を記載した意見書をこの公告の日

から 4 月以内に三重県雇用経済部中小企業・サービス産業振興課に到着するように提出してください。 

 なお、提出された意見は、法第 8 条第 3 項の規定により公告し、縦覧します。 

  令和 4 年 9 月 30 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之 

1  大規模小売店舗の名称及び所在地 
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  四日市日永商業施設 

  四日市市日永一丁目 747 番ほか 10 筆 

2  変更事項 

 (1)  大規模小売店舗の設置者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名 

   （変更前） 

氏名又は名称 住 所 代表者の氏名 

中部薬品株式会社 岐阜県多治見市高根町四丁目 29 番地 山口 眞理 

四日市木材市場株式会社 四日市市日永一丁目 2 番 2 号 中嶋 正 

（変更後） 

氏名又は名称 住 所 代表者の氏名 

中部薬品株式会社 岐阜県多治見市高根町四丁目 29 番地 高巢 基彦 

四日市木材市場株式会社 四日市市日永一丁目 2 番 2 号 中嶋 正 

(2)  大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名 

   （変更後） 

氏名又は名称 住 所 代表者の氏名 

中部薬品株式会社 岐阜県多治見市高根町四丁目 29 番地 山口 眞理 

株式会社タチヤ 愛知県名古屋市天白区元八事二丁目 150 番地 森 克幸 

（変更後） 

氏名又は名称 住 所 代表者の氏名 

中部薬品株式会社 岐阜県多治見市高根町四丁目 29 番地 高巢 基彦 

株式会社タチヤ 
愛知県名古屋市中区丸の内一丁目 10 番 29 号 
白川第 8 ビル 7 階 

武田 大輔 

3  変更年月日 

令和 4 年 7 月 1 日 

4  変更理由 

2(1) 代表者変更のため 

2(2) 代表者及び住所の変更のため 

5  届出の日 

令和 4 年 9 月 8 日 

6  届出等の縦覧場所 

三重県雇用経済部中小企業・サービス産業振興課 

7  届出等の縦覧の期間及び時間 

令和 4 年 9 月 30 日から令和 5 年 1 月 30 日まで 

開庁日の午前 9 時から午後 5 時まで 

 

三重県告示第 612 号 

 大規模小売店舗立地法（平成 10 年法律第 91 号。以下「法」という。）第 6 条第 1 項の規定により下記の大規

模小売店舗を設置する者から変更の届出がなされたので、同条第 3 項において準用する法第 5 条第 3 項の規定に

より次のとおり公告します。 

 法第 8 条第 2 項の規定に基づき、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため

配慮すべき事項について意見を有する者は、「1 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名 2 

 意見の対象となる大規模小売店舗の名称及び所在地 3 その周辺の地域の生活環境の保持のために配慮すべ

き事項 4 意見の内容（日本語により、意見の理由を含めて記載する。）」を記載した意見書をこの公告の日

から 4 月以内に三重県雇用経済部中小企業・サービス産業振興課に到着するように提出してください。 

 なお、提出された意見は、法第 8 条第 3 項の規定により公告し、縦覧します。 

  令和 4 年 9 月 30 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

1  大規模小売店舗の名称及び所在地 

  マックスバリュ北勢店 
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  いなべ市北勢町阿下喜 3325 番地 1 ほか 5 筆 

2  変更事項 

  大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名 

（変更前） 

氏名又は名称 住 所 代表者の氏名 

マックスバリュ東海株式会社 静岡県浜松市東区篠ヶ瀬町 1295 番 1 神尾 啓治 

株式会社スギ薬局 愛知県安城市三河安城町一丁目 8 番地 杉浦 克典 

株式会社三洋堂書店 愛知県名古屋市瑞穂区新開町 18 番 22 号 加藤 和裕 

（変更後） 

氏名又は名称 住 所 代表者の氏名 

マックスバリュ東海株式会社 静岡県浜松市東区篠ヶ瀬町 1295 番地 1 作道 政昭 

株式会社スギ薬局 愛知県安城市三河安城町一丁目 8 番地 杉浦 克典 

株式会社三洋堂書店 愛知県名古屋市瑞穂区新開町 18 番 22 号 亀井 崇雄 

3  変更年月日 

令和 4 年 5 月 24 日 

4  変更理由 

  小売業者の代表者及び住所の変更があったため。 

5  届出の日 

令和 4 年 9 月 15 日 

6  届出等の縦覧場所 

三重県雇用経済部中小企業・サービス産業振興課 

7  届出等の縦覧の期間及び時間 

令和 4 年 9 月 30 日から令和 5 年 1 月 30 日まで 

開庁日の午前 9 時から午後 5 時まで 

 

三重県告示第 613 号 

 都市の低炭素化の促進に関する法律の規定による基準の適合性を審査する機関、同基準又はこれと同等の基準

に適合するものとする方法及び簡易な評価方法の指定の一部を改正する告示を次のように定めます。 

  令和 4 年 9 月 30 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之 

   都市の低炭素化の促進に関する法律の規定による基準の適合性を審査する機関、同基準又はこれと同等の

基準に適合するものとする方法及び簡易な評価方法の指定の一部を改正する告示 

 都市の低炭素化の促進に関する法律の規定による基準の適合性を審査する機関、同基準又はこれと同等の基準

に適合するものとする方法及び簡易な評価方法の指定（平成 29 年三重県告示第 238 号）の一部を次のように改

正する。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。 

改  正  後 改  正  前 

第 1 （略） 第 1 （略） 

第 2 法第 54 条第 1 項各号に掲げる基準又はこれと

同等の基準に適合するものとする方法は、次に

掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める

書面の交付を受けたものとする。 

第 2 法第 54 条第 1 項各号に掲げる基準又はこれと

同等の基準に適合するものとする方法は、次に

掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める

書面の交付を受けたものとする。 

1 一戸建ての住宅、共同住宅等又は複合建築物

の住宅の用途に供する部分のみを評価する場合 

次のいずれかに該当する書面 

1 一戸建ての住宅又は共同住宅等若しくは複合

建築物の住戸の部分のみを評価する場合 次の

いずれかに該当する書面 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

 2 （略） 2 （略） 

第3 簡易な評価方法は、建築物エネルギー消費性

能基準等を定める省令（平成28年1月29日経済産 

第3 簡易な評価方法は、建築物に係るエネルギー

の使用の合理化の一層の促進その他の建築物の 
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業省令・国土交通省令第1号。以下「基準省令」

という。）第10条第1項第1号イ(2)及びロ(2)の

規定に基づく評価方法とする。 

低炭素化の促進のために誘導すべき基準（平成

24年経済産業省・国土交通省・環境省告示第119

号）Ⅰの第1の1の1―2及び2の2―1ただし書の規

定に基づき、建物用途ごとに建物形状、室用途

構成等を仮定したモデル建物に対して、認定対

象建築物に導入される外皮及び設備の仕様を適

用し、当該モデル建物について計算する方法と

する。 

   附 則 

1  この告示は、令和 4 年 10 月 1 日から施行する。 

2  施行の日前に法第 53 条第 1 項の規定により申請した低炭素建築物新築等計画の認定については、なお従前

の例による。 

 

三重県告示第 614 号 

 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の規定による基準の適合性を審査する機関、同基準又はこれ

と同等の基準に適合するものとする方法及び簡易な評価方法の指定の一部を改正する告示を次のように定めま

す。 

  令和 4 年 9 月 30 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の規定による基準の適合性を審査する機関、同基準又は

これと同等の基準に適合するものとする方法及び簡易な評価方法の指定の一部を改正する告示 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の規定による基準の適合性を審査する機関、同基準又はこれ

と同等の基準に適合するものとする方法及び簡易な評価方法の指定（平成29年三重県告示第239号）の一部を次

のように改正する。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。 

改  正  後 改  正  前 

第 1 （略）  第 1 （略）  

第 2 法第 35 条第 1 項各号に掲げる基準又はこれ

と同等の基準に適合するものとする方法は、

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に

定める書面の交付を受けたものとする。  

第 2 法第 35 条第 1 項各号に掲げる基準又はこれ

と同等の基準に適合するものとする方法は、

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に

定める書面の交付を受けたものとする。  

1 一戸建ての住宅、共同住宅等又は複合建築

物の住宅の用途に供する部分のみを評価する

場合  次のいずれかに該当する書面  

1 一戸建ての住宅又は共同住宅等若しくは複

合 建築 物 の 住 戸 の部 分 の み を 評 価 す る 場合  

次のいずれかに該当する書面  

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

 2 （略） 2 （略） 

第 3～第 5 （略） 第 3～第 5 （略） 

   附 則 

この告示は、令和 4 年 10 月 1 日から施行する。 

 

 

 

 

 

 令和 4 年度前期技能検定 1 級、2 級、3 級（金属熱処理）及び単一等級に合格した者は、次のとおりです。 

令和 4 年 9 月 30 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之 

「次」は省略し、合格者の受検番号を三重県職業能力開発協会（津市栄町 1 丁目 954 番地 三重県栄町庁舎 4

階）に備え置いて縦覧に供します。 

 

公 告 
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測量法（昭和 24 年法律第 188 号）第 39 条において準用する同法第 14 条第 1 項の規定により、次の公共測量

を実施する旨、三重県知事から通知がありました。 

    令和 4 年 9 月 30 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

1   作業種類 

    公共測量（航空レーザ測量） 

2   作業期間 

    令和 4 年 8 月 31 日から令和 5 年 3 月 9 日まで 

3   作業地域 

  尾鷲市大字向井、同市大字南浦、同市九鬼町、同市早田町、同市三木里町、同市名柄町、同市小脇町、同市

三木浦町、同市古江町、同市賀田町、同市曽根町、同市梶賀町、南牟婁郡御浜町大字阪本、同町大字上野、同

町大字川瀬、同町大字栗須、同町大字片川、同町大字西原、同町大字中立、同町大字柿原、同町大字引作、同

町大字阿田和、同町大字上市木、同町大字神木、同町大字志原、同郡紀宝町桐原、同町高岡、同町井田及び同

町鵜殿 

 

測量法（昭和 24 年法律第 188 号）第 39 条において準用する同法第 14 条第 1 項の規定により、次の公共測量

を実施する旨、三重県桑名農政事務所長から通知がありました。 

    令和 4 年 9 月 30 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

1   作業種類 

    公共測量（基準点測量） 

2   作業期間 

    令和 4 年 9 月 26 日から同年 11 月 29 日まで 

3   作業地域 

  桑名郡木曽岬町近江島 

 

 

特 定 調 達 公 告 

 

 次のとおり落札者を決定しましたので、物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成 7 年三重県

規則第 84 号）第 12 条の規定により公告します。 

  令和 4 年 9 月 30 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之 

1 物品等の名称及び数量   動物用焼却炉 1 基 

2 担 当 部 局   津市広明町 13 番地 

  農林水産部 家畜防疫対策課 

3 落 札 者 決 定 日   令和 4 年 9 月 8 日 

4 落 札 者   東京都大田区大森北一丁目 12 番 5 号 

  インシナー工業株式会社 代表取締役 松本 俊治 

5 落 札 金 額   入札価格 38,500,000 円 

  契約金額 42,350,000 円 

6 決 定 手 続   一般競争入札 

7 入 札 公 告 日   令和 4 年 7 月 22 日 

 

 次のとおり落札者を決定しましたので、物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成 7 年三重県

規則第 84 号）第 12 条の規定により公告します。 

  令和 4 年 9 月 30 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之 
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1 物品等の名称及び数量   元素分析装置付走査型電子顕微鏡 1 式 

2 担 当 部 局   三重県四日市市桜町 3684-11 

  三重県保健環境研究所 企画調整室 企画調整課 

3 落 札 者 決 定 日   令和 4 年 9 月 12 日 

4 落 札 者   三重県四日市市小林町 3025-508 

  株式会社栄屋理化四日市営業所 四日市営業所所長 田中 保守 

5 落 札 金 額   入札価格 40,400,000 円 

  契約金額 44,440,000 円 

6 決 定 手 続   一般競争入札 

7 入 札 公 告 日   令和 4 年 7 月 29 日 
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